


























































税法律主義の下では許され」ないと批判されている（谷口勢津夫『税法基本講義 第 4 版』（弘文堂、
2014）、317 頁）。また、事業所得の金額の計算上、ある支出が「業務遂行上の必要性」のみを満たせ
ば必要経費に該当するとした裁判例として、弁護士会役員交際費事件（東京高裁平成 24 年 9 月 19 日
判決（税資第 262 号 -190（順号 12040）。TAINS : Z262-12040））がある。これに対して、「業務と直
接関係し、業務の遂行上必要」と解した最高裁判決には、最高裁二小昭和 56 年 4 月 24 日判決、最高
裁三小昭和 62 年 7 月 7 日判決、最高裁一小平成 1 年 6 月 22 日判決、最高裁二小平成 2 年 7 月 20 日















　上記の包括的所得概念は、1892 年に Georg Schanz（以下、「シャンツ」という。）によっ



















6　 佐藤、前掲注 3、4 頁。
7　 金子、前掲注 1、195 頁。
8　 Henry C. Simons, Personal Income Taxation – The defnition of income as problem of fscal policy, 
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税標準は、式（1）に示されるような期中消費額 c と財産権の価値の変動額 ∆W との和として
は算出されない。同法においては、その 22 条 1 項において、「課税標準は、総所得金額、退
職所得金額及び山林所得金額とする。」と規定し、3 種類の課税標準を設定している。さら
に、総所得金額については、同 2 項において、「各種所得の金額の計算の規定」により計算し
た金額の合計額であるとし、同 2 項 1 号および 2 号で、総所得金額に含まれる 8 種類の所得
を示している。
　すなわち、わが国の所得税法では、所得をその発生源泉や性格に応じて 10 種類に区分し、














9　 金子、前掲注 1、200 頁。
10　 税制調査会『所得税法及び法人税法の整備に関する答申』（1963）、7 頁。
11　 金子、前掲注 5。また、同 49 頁では、「所得源泉説の核心は」所得を分類することではなく、「所得
の範囲を継続的源泉からの利得ないし継続的、反復的な利得に限定すること、すなわち所得概念を
制限的に構成するという実質にあると考えるべきである。」と述べられている。





































































24　 Robert Murray Haig, The Concept of Income – Economic and Legal Aspects, The Federal Income 
Tax, Columbia University Press, p.7（1921）. 本文の訳は辻山、前掲注 8、41 頁による。
































29　 辻山、前掲注 8、48 頁。
30　 Simons, op. cit., p.42. 本文中の訳は辻山、同上による。
31　 Simons, op. cit., p.51.
32　 Simons, op. cit., p.49. 辻山、前掲注 8、49 頁では、実際に生じた財産権の価値の変動分について、
「（実物財の）フロー」と記述されている。
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　わが国の所得税法において「課税所得」は第 7 条（課税所得の範囲）から第 10 条（障害者
等の少額預金の利子所得等の非課税）において、その範囲が定められている。具体的には、
第 7 条第 1 項において、「所得税は、…当該各号に定める所得について課する。」と規定し、
所得税が課される所得を「課税所得」としている。同 1 号において、非永住者以外の居住者
対し所得税が課される所得は「すべての所得」であると規定されており、「所得」に該当する
ものであれば、第 9 条（非課税所得）および第 10 条で規定されるものを除き、すべて所得税
が課される。




　所得税法 21 条 1 項 2 号では、同 1 号の各種「所得の金額を基礎として」、課税標準である
「総所得金額」、「退職所得金額」、「山林所得金額」を計算する旨を規定している。最終的に
個人に課される所得税の金額は、これら 3 種類の課税標準をもとに計算された「課税総所得
33　 辻山、同上 101 頁。消費型所得課税を主張した W. D. Andrews（以下、「アンドリュウス」という。）


































36　 アンドリュウスの消費型所得課税論においては、消費 c のみを課税所得としている（辻山、前掲注
8、101-102 頁）。
37　 金子、前掲注 1、310 頁。佐藤、前掲注 3、244 頁。
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た財産権の価値の変動額 ∆W r が「課税所得の金額」の要素になると考えられる 38。
　一方、未実現の財産権の価値の変動額 ∆W u を「収入金額」に算入すべきとする規定も存在
する 39。所得税法 41 条 1 項において、農産物はその販売によって「収入金額」を受領する権
利が確定した時ではなく、その収穫時に当該農産物の価額に相当する金額を、事業所得の金
額の計算上の「総収入金額」に算入すると規定される 40。また、同 59 条では、資産を贈与な
いしは著しく低い価額で譲渡した場合には、その時における価額に相当する金額によって資
産の譲渡があったものとみなされると規定している 41。したがって、所得税法は式（2）にお










38　 植松守雄「所得税法における『課税所得』をめぐって」『一橋論叢』77 巻 2 号（1977）、144 頁では、
「もっとも税法の規定はこのような『経済的利益』そのものを所得としているわけではなく、所得は
『収入金額』の収受によって生じ、その『収入金額』中に『経済的利益』によるものが含まれている
としている（所得税法 36 条 1 項）ので、税法上の所得概念の包括性は、『収入金額』の概念により
制約を受ける面がある。」と指摘されている。
39　 金子、前掲注 5、74-75 頁。
40　 税制調査会、前掲注 10、16 頁では「農産物については、広義の発生主義の考え方からは、少なくと
もその収穫の時において所得の発生を認識しうる。」と指摘されている。
41　 金子、前掲注 5、75 頁。





















ものであると考えられる 46。なお、この考えは、「事業主貸 / 現金など」の仕訳として表現さ







額 ∆W r は「権利確定主義」を基礎として算入される。また、限定的ではあるが、未実現の財
産権の価値の変動額 ∆W u を算入する規定も存在する。したがって、わが国の所得税法は、実
現した財産権の価値の変動額と未実現の財産権の価値の変動額の双方を所得の構成要素とし
ていると考えられる。
44　 金子、前掲注 5、75 頁。税制調査会、前掲注 10、16 頁。
45　 金子、前掲注 1、317 頁。水野忠恒『租税法　第 5 版』（有斐閣、2011）、255 頁。佐藤、前掲注 3、
268 頁では、所得税法が必要経費とならないことは前提であるとして、同号の規定を、「確認的規定
と解するほかはありません。」と述べられている。
46　 佐藤、前掲注 3、265 頁では、「『純資産を減少させるもので消費にあたらないもの』は、すべて所
得計算において『純資産を増加させる収入金額から控除される金額』であり、…これが必要経費に
あたることは明らかです。」と述べられている。
47　 木村弘之亮「所得税法における包括的所得税と発生主義の接点 ― 包括的所得税は実現主義を排斥す











実現の利益 ∆W u については限定的に算入される。しかしながら、純資産増加説の構成要素で













ることから、∆Wnr ≥ ∆Wnr' となる。また、∆Wnu' は所得税法で認識される未実現の財産権の価






















49　 佐藤、前掲注 3、257 頁。
図 1　包括的所得における課税所得の金額の位置づけ
3.　必要経費の意義の検討
（1）所得税法 37 条 1 項と会計上の「費用」概念
　所得税法における所得分類のうち、不動産所得、事業所得、雑所得における控除項目は
「必要経費」として、所得税法 37 条 1 項に以下の通り規定される。
　「その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額…の計算上必要経費に算
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50　 金子、前掲注 1、117 頁。酒井克彦「所得税法における『事業』と『業務』の解釈」『ビジネス法務』
18 巻 3 号（2018）、85 頁。





52　 谷口勢津夫『税法基本講義 第 4 版』（弘文堂、2014）、319 頁では、所得税法 37 条の規定に規定され
る必要経費の計算構造について、「企業会計準拠主義的な考え方を前提にして、会計処理の基準に修
正を加える規定とみることができる。」とされるが、この「修正」の範囲は不明確である。
53　 北野弘久「会計学と税法学 ― 従来の税務会計論への方法的反省 ―」『會計』127 巻 3 号（1985）、
429-441 頁。
54　 商法ではその 4 条 1 項において、「『商人』とは、自己の名をもって商行為をすることを業とする者
をいう。」と規定している。ここで、「業とする」とは、「営利目的をもって反復継続的に行うこと」













得税法の必要経費の規定は、「法人税法 22 条 3 項ときわめて類似した規定を採用している」


















57　 碓井光明「所得税法における必要経費」『租税法研究』3 号（1975）、67 頁。





























度帰属の一般原則としてとらえられるが 63、同時に、式（2）における ∆W u と式（3）におけ






60　 金子、前掲注 5、282 頁。ただし、所得税法 67 条では小規模事業者への例外として、現金主義によ
る収入及び費用の帰属時期を定めている（佐藤、前掲注 3、244 頁）。なお、同条の規定においても、
「収益」の文言は使用されておらず、「収入」として規定されている。
61　 金子、前掲注 5、283 頁。
62　 佐藤、前掲注 3、244 頁。





















されている。なお、所得税法における権利確定主義は、昭和 26 年の所得税取扱通達 194 にお







64　 佐藤信彦他編著『スタンダードテキスト財務会計論 I < 基本論点編 > 第 10 版』（中央経済社、
2017）、342 頁。
65　 渡辺充「多重債務者に対する弁護士着手金と権利確定主義」『税務事例』41 巻 3 号、（2009）、3 頁。
金子、前掲注5、288頁。昭和26年の所得税取扱通達194では、「収入すべき金額とは、収入する『権
利の確定』した金額をいう。」と定めている。渡辺教授は、「この旧通達 194 は昭和 45 年の所得税法
基本通達に際し 36-1 に吸収され」、「『権利の確定』という文言は削除され」ている。ただし、文言
の削除により、「所得税法が権利確定主義の妥当性を否定したことではない。」と述べられている。
66　 金子、前掲注 5、288 頁。
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70　 佐藤信、前掲注 64、343-344 頁。なお、費用を収益に対応させること（収益を費用に対応させない）
ことの根拠として、利益の処分可能性として、貨幣性資産の裏付けがあることが重要であるとされ
る。












得の金額」は 10 種類の所得の金額の総和であることから、財産権の価値 Wn,1r' および Wn,0r' が所
得区分に対応している必要がある。特に、課税所得がその性質や発生源泉に応じて区分され
ることを考慮すると 72、所得計算期間開始時の財産権の価額である Wn,0r' が所得区分を決定す
る要素であるように思われる 73。②次に、消費 c は控除項目ではない（所得である）ことか
ら、消費と財産権の価値の変動は区別されなければならない 74。③ Wn,0r' と Wn,0u' はともに控除
項目であるが、所得税法では、未実現の財産権の価値の変動額を「課税所得の金額」に算入
することは限定的であることから、期首の財産権のうち、控除項目として認識されるものの
多くは実現した財産権の変動に対応する部分、すなわち Wn,0r' である。④ ∆Wnr' を定量的に把握
するには、価値が変化した財産権を把握する必要がある。すなわち「収入金額」Wn,1r' と、そ
れをもたらしたもの Wn,0r' との対応の把握が不可欠である。したがって、Wn,1r' をもたらした Wn,0r'
は投下資本（元入）を意味すると考えられる 75。
































必要経費と期間対応の必要経費の両方が Wn,0r' として控除されなければならない 78。これを考































税法 10 条 2 項において、「総収入金額から控除すべき経費」の中に、「他の費用と並列して事
業用固定資産の損失の金額も含むものとしていた」ことと異なると指摘されている 79。また、
上述のように、法人税法 22 条 3 項の「損金」の規定とも異なる規定ぶりである。加えて、所
得税法 51 条と同法 37 条の関係は、「資産損失（所法 51）を必要経費規定（所法 37）のいわ
ば裾野に位置付ける考え方」80 であるとの指摘がある。すなわち、旧所得税法や法人税法の
規定では、資産損失が Wn,0r' もしくは Wn,0u' に含まれるように思われるが、現行の所得税法では












79　 伊藤元夫「注解所得税法 41」『会計ジャーナル』10 巻 9 号（1978）、77 頁。
80　 酒井克彦「必要経費と家事関連費（中）― 収入・必要経費を巡る諸問題 ―」『月刊税務事例』40 巻 4
号（2008）、57 頁。
81　 税制調査会、前掲注 10、43 頁では、「所得の基因となる事業等に関係はあるが所得の形成に直接寄
与していない経費又は損失」とされている。
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　式（5）右辺において、Wn,1L を必要経費（37 条 1 項）に加えることは、所得税法 51 条が同
法 37 条 1 項の「別段の定め」として規定されるように、資産損失を（広義の）必要経費に算入 























　本論文では、所得税法 37 条 1 項に規定される必要経費の意義について、包括的所得概念お
よび所得税法の規定に基づき検討した。
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　This paper examines the concept of income in the Income Tax Act based on Schanz-Haig-Simons 
defnition of income. The theoretical amount of taxable income was clarifed based on Simons' income 
concept. In addition, the relationship of between the "amount of revenue" and "necessary expenses" 
stipulated in the Income Tax Act and the "revenue" and "expenses" in accounting was clarifed. It was 
considered that the significance of "necessary expense" is invested capital. Moreover, the principle 
between "amount of revenue" and "necessary expense" is the same as the principle of "Matching 
principle" in accounting.
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